様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022年　4月　18日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）  かぶしきがいしゃゆにくろ
一般事業主の氏名又は名称  株式会社ユニクロ
（ふりがな） やないただし
（法人の場合）代表者の氏名 柳井　正 印   
住所　〒754-0894 山口市佐山１０７１７－１

法人番号　9250001001451　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1.2021統合報告書
2.ユニクロのビジネスモデル

	公表日
	1. 2022年　 1月　31日
2. 2022年　 2月　 9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	· 親会社ホームページ公表
2021統合報告書 P.6-7,63
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2021.pdf
ユニクロのビジネスモデル
https://www.fastretailing.com/jp/group/strategy/uniqlobusiness.html

	記載内容抜粋
	· 2021統合報告書
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2021.pdf P.6-7,63
・あらゆる先端技術を駆使し、お客様とダイレクトにつながり、世界中の生産工場、倉庫、店舗・Eコマースがシームレスにつながるサプライチェーンを目指します。
・店舗とEコマースが融合した新しい顧客接点を創る。
・有明プロジェクトを推進し、営業利益率15％を目指す。需要予測・販売計画の精度を高め、売れ筋商品の欠品や過剰在庫を抑制することで、収益性を高める。また、タイムリーな増産、物流や店舗業務の効率化など、サプライチェーン全体の改革を進める。
· ユニクロのビジネスモデル
https://www.fastretailing.com/jp/group/strategy/uniqlobusiness.html
ユニクロは、企画・計画・生産・物流・販売までのプロセスを一貫して行うビジネスモデルで、他社には真似のできない独自商品を次々と開発しています。
デジタル化が進んだ現代社会のなかで、ユニクロはお客様とダイレクトにつながり、お客様のご要望をすぐにカタチにするビジネスモデルへと進化していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	親会社のファーストリテイリング並びにユニクロの取締役会及び執行役員会にて承認を得ている。
※親会社である株式会社ファーストリテイリングは株式会社ユニクロの持株会社であり、グループの方針や施策は親会社で策定し、その策定した内容を事業として行うのが子会社であるユニクロになります。そのため、ファーストリテイリングの意思決定機関とユニクロの意思決定機関は不可分であり、同じ会議体において決議されております。ファーストリテイリンググループが目指している、情報を商品化する新しい産業である「情報製造小売業」の軸となる「有明プロジェクト」の決議に関してもファーストリテイリングとユニクロの取締役会で決議されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1.2021統合報告書
2.ユニクロのビジネスモデル
3.2020アニュアルレポート

	公表日
	1. 2022年　 1月　31日
2. 2022年　 2月　 9日
3. 2020年　 2月　 1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	· 親会社ホームページ公表
2021統合報告書 P.17
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2021.pdf
ユニクロのビジネスモデル
https://www.fastretailing.com/jp/group/strategy/uniqlobusiness.html
2020アニュアルレポート
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf

	記載内容抜粋
	· 2021統合報告書
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2021.pdf P.17
・我々は「Eコマースを本業に」と言っていますが、それはEコマースに本気で取り組み、成長させていくということであり、Eコマースとリアル店舗の両方を一生懸命やっていくということでもあります。
・店舗もＥコマースも一体化して、新しい業態をつくっていきたいと考えています。
■ユニクロのビジネスモデル
https://www.fastretailing.com/jp/group/strategy/uniqlobusiness.html
・店舗とEコマースを融合したサービスをさらに拡充させ、お客様の都合に合わせて、いつでもどこでも便利にお買い物していただける仕組みを構築します。
■2020アニュアルレポート
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf P.17
・Eコマースで購入されたお客様に、すぐに商品を届けるために、自社で物流センターを運営し、自動化された倉庫の導入も日本の有明倉庫や西日本ＥＣ倉庫から始めました。
・東京・有明の世界最高水準のアパレルの自動倉庫。少ない従業員で24時間・365日稼働できるため、タイムリーにお客様に商品を届けできます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	親会社のファーストリテイリング並びにユニクロの取締役会及び執行役員会にて承認を得ている。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	· 親会社ホームページ公表
各取締役の役割
2020アニュアルレポート P.30-32
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf

IRニュース ユニクロ×東レ　「第Ⅲ期戦略的パートナーシップ」を締結　-グローバル化とデジタル化により、新しい産業の実現へ-
https://www.fastretailing.com/jp/ir/news/1511171500.html
IRニュース　株式会社ファーストリテイリングと株式会社ダイフクとの「戦略的グローバルパートナーシップ」の構築について
https://www.fastretailing.com/jp/ir/news/1810091300.html
IRニュース　ファーストリテイリング・島精機製作所の戦略的パートナーシップについて　－中長期的・包括的な開発および生産に関する取り組みを強化https://www.fastretailing.com/jp/ir/news/1807131530.html
IRニュース　情報製造小売業の実現加速に向け、Googleとの協業を強化https://www.fastretailing.com/jp/ir/news/1809191400.html
2020有価証券報告書 P.48,49
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/yuho202008.pdf
有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.8
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/20211014_tanaka.pdf
· 補足資料として提出
FY61 IT実行方針P.1,

	記載内容抜粋
	· 2020アニュアルレポート P.30-32より
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf
アニュアルレポートにおいて各取締役の役割及びビジョンを公表している。
· 公表資料：IRニュース ユニクロ×東レ　「第Ⅲ期戦略的パートナーシップ」を締結　-グローバル化とデジタル化により、新しい産業の実現へ-より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/news/1511171500.html
東レ株式会社と戦略的パートナーシップを締結し、ioTを活用し、両社でのEnd to Endのビジネスの実現及び生産のさらなるスピードアップを目指している。
· 2020有価証券報告書 P.48,49より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/yuho202008.pdf
· コーポレートガバナンス体制の一組織である
· 情報システムの業務改革を推進するために、最適なIT投資について審議、アドバイスを行っている
· デジタル業務改⾰サービス部
· FY61 IT実行方針P.1より抜粋
· グローバルワン全員経営の方針のもと、業務とIT、GHQとLocalがワンチームとなって、お客様起点で将来を見据えた業務システムを定義・構築し、活用徹底するまで実行する部署である
· 働き方の改革
· 有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.8より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/20211014_tanaka.pdf
· 全社の実績・計画などの情報・帳票を一元化
· グローバルヘッドクォーターでは、部署・階層を超えて、全社員が完全連動
· 業務プロセスの見直し、自動化
· 全社のコミュニケーション基盤の統一



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	· 親会社ホームページ公表
有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.4,6,7
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/20211014_tanaka.pdf
2020アニュアルレポート P.67
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf
補足：セグメント情報
ユニクロ事業と有明プロジェクトの関連
https://www.fastretailing.com/jp/about/business/segment.html
· 補足資料として提出
FY61 IT実行方針P.6-8
デジタル業務改革サービス部 コーポレート会計領域説明会P.8

	記載内容抜粋
	· FY61 IT実行方針 P.6-8より抜粋
· HR領域のシステムのグローバルでの統一
· 全ての業務領域におけるネットワークの整備
· デジタル業務改革サービス部 コーポレート会計領域説明会P.8より抜粋
· ファイナンスシステムにおける「Digital Finance Project」の推進
· 戦略推進（有明プロジェクト）のための環境整備
· 有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.4,6,7より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/20211014_tanaka.pdf
· 顧客基盤の構築
· サプライチェーンマネジメント（SCM）
· 購買体験の改革
· 2020アニュアルレポート P.67より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf
有明プロジェクトに関わる投資として、602億円を見込む



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. 2020アニュアルレポート
2. 有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～
3. 2019有価証券報告書

	公表日
	1. 2020年　2月　1日
2. 2021年　10月14日
3. 2019年　11月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	· 親会社ホームページ公表
2020アニュアルレポート P.16,41,59,65,67
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf
有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.10
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/20211014_tanaka.pdf
2019有価証券報告書 P.11
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/yuho201908.pdf
· 補足資料として提出
FY61 IT実行方針 P.1,2,5,8

	記載内容抜粋
	· Eコマース
（2020アニュアルレポート P.16,41より抜粋）
· Eコマース売上構成比30%
· Eコマースの販売の年率30％増
（有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.10より抜粋）
· グローバルのお客様の会員
· サプライチェーン
（有明プロジェクトについて～情報製造小売業の実現に向けて～ P.10より抜粋）
· サプライチェーン全体のリードタイム
（2020アニュアルレポート P.59,65より抜粋）
· 売れ筋商品の欠品、過剰在庫
· 業務プロセスの効率化・標準化・デジタル化による業務生産性
· 店舗・商品開発
（2020アニュアルレポート P.65より抜粋）
· 店舗の生産性
（FY61 IT実行方針P.5より抜粋）
· 情報の商品化による売上高
· 財務
（2020アニュアルレポート P.59,65,67より抜粋）
· 国内ユニクロ事業の営業利益率15％
· 物流コスト
· グループ全体での販管費比率
· 有明プロジェクトに関わる投資602億円
（2019有価証券報告書 P.11より抜粋）
· Ｅコマースを拡大させるための積極的なデジタル投資、IT投資、物流投資
（FY61 IT実行方針P.1,2,8より抜粋）
· FY2022のIT予算及びIT予算の全社経費率
· FY2024までのインフラコストの削減
· クラウドコスト年間コスト削減



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1. 2020年 2月 1日
2. 2021年 2月 15日

	発信方法
	経営ビジョンやビジネスモデルを実現するための戦略として、ユニクロの代表取締役及びCEOより情報発信を行っている。なお、ファーストリテイリングの方針・施策のもとユニクロが業務を行っているため、対外公表はファーストリテイリングから行われている。そのため、補足資料としてCEOが社内に発信している事業計画を添付する。
代表取締役による情報発信
1. 2020アニュアルレポートからのメッセージ P.16,30
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf
2. ビジネスレビュー2020 トップメッセージ P.2-3
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/review2020_02.pdf
· CEO社内発信資料を補足資料として提出
「61期ユニクロ日本事業3か年計画」P.３、８、10～11、17～22)

	発信内容
	· 2020アニュアルレポート P.16,30より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ar2020.pdf
「店舗とEコマースの融合でEコマース販売を拡大」「Eコマースを本業にするためにグローバルで投資を加速」「Eコマースを本業にするという強い意志をもって、有明プロジェクトを推進」「真のLifeWearをつくり 続けるために、有明プロジェクトによる全社改革を進めています」
· ビジネスレビュー2020 P.2,3より抜粋
https://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/review2020_02.pdf
「有明プロジェクトは、 世界中の人々にLifeWearを提供するために、社員全員の社員全員の働き方を根本から変え、商品の企画・計画・生産・物流・販売のすべてのサプライチェーンを改革」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	・DX推進指標による自己診断　　　　2022年4月
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	・DX推進指標自己診断の実施
IPAの公開する自己診断フォーマットに基づいて実施
	




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	· 情報セキュリティ体制の構築
2016年4月頃　～　継続実施中
· サイバーセキュリティ対策の強化
2016年4月頃　～　継続実施中
· 情報セキュリティにおける社内教育の実施
2016年4月頃　～　継続実施中
· 内部監査
2016年4月頃　～　継続実施中

	実施内容
	· サイバーセキュリティ経営ガイドライン等に基づく対策
https://www.fastretailing.com/jp/about/governance/security.html
管理体制：代表取締役社長によるグループCSOの任命、情報セキュリティ室（ISO）の設置、各部署への情報セキュリティ推進者の配置
リスク対応：セキュリティソリューションの導入、サイバー攻撃による被害の抑止・検知・調査の為の環境整備、第三者機関によるレッドチームトレーニング実施
インシデント対策：インシデント発生時の連絡窓口の設置、インシデント対応教育の実施、社内ガイドラインに従った対応、管理、暫定対応・恒久対応の実施
その他：取引先へのメールセキュリティアセスメントの実施、JPCERT/CCの早期警戒センターによる注意喚起の受信及び活用、FIRSTへの加盟
· セキュリティテスト（セキュリティ監査）
（Security Test Guideline P,2-4,6,7より抜粋）
概要：セキュリティコントロールの有効性の確認
対象：グループ会社の全システム（ネットワーク、アプリケーション）
実施者：情報セキュリティ室（ISO）、ベンダー
実施タイミング：新たなシステム及び機能、システムの大規模な変更の本番稼働前、定期（最低年１回の実施が義務付けられている）
手続き：ネットワークセキュリティテスト及びアプリケーションセキュリティテストによる脆弱性診断
[bookmark: _Hlk100858551][bookmark: _Hlk100858537]※なお、ファーストリテイリンググループは、事業のグローバル化やEコマース事業の売上比率向上、また各国における個人情報保護関連法案の制定・厳格化が進むなかで、グループ全体で情報セキュリティの取り組みを強化・徹底することの重要性を強く認識しているため、ファーストリテイリンググループとしてセキュリティ対策は取り組んでおります。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

